
1  はじめに
勤務間インターバルとは勤務の終了時刻から翌始業時

刻までの休息期間のことをいう．日本では，一定時間の
勤務間インターバルを確保する勤務間インターバル制度
の導入が事業主の努力義務とされている1)．また，欧州
連合（European Union: EU）では，EU労働時間指令に
より，労働者は 24 時間毎に最低でも連続11 時間の休息
期間（daily rest period）を設けることとされている2)．
先行研究において，11時間未満の勤務間インターバルは
クイックリターンと呼ばれており，睡眠の量や質3, 4)，疲
労の悪化5, 6)やアブセンティーズム7)等と関連することが
報告されている．このことから，勤務間インターバル制
度による一定の勤務間インターバルの確保は，労働者の
健康確保につながると考えられる．

また，睡眠時間もメンタルヘルス8) や風邪9)，脳・心臓
疾患10)といった健康問題と関連することが報告されてい
る．そのため，米国睡眠財団は，26歳から64歳の推奨睡
眠時間を 7–9 時間とし，6 時間未満の睡眠は非推奨とし
ている11)．日本においては，健康づくりのための睡眠指
針2014において，「個人差はあるものの，必要な睡眠時
間は 6 時間以上8 時間未満のあたりにあると考えるのが

妥当」とされている12)．つまり，労働者の健康確保には
睡眠時間の確保も重要と考えられる．

勤務間インターバルには，睡眠時間，余暇時間，通勤
時間，その他，食事や入浴といった生活時間が含まれて
おり，勤務間インターバルの長短は，睡眠を取る機会の
長短につながる．日勤労働者 3,867 名を対象に勤務間イ
ンターバルと睡眠時間の関連を調べた研究によると，勤
務間インターバルが短いほど平均睡眠時間は短くなり，
クイックリターンで平均睡眠時間が6時間未満となって
いた3)．一方，睡眠機会が少ないクイックリターンにお
いて6時間以上の睡眠を確保している者や，勤務間イン
ターバルが長く（15時間：8時間勤務，1時間休憩，残業
なしに相当）睡眠機会が多い中で睡眠時間が6時間未満
の者も存在する．我々は，この勤務間インターバルと睡
眠時間の組み合わせと健康や生産性との関連を検討し，
勤務間インターバルと睡眠時間の両方を一定程度取れて
いた組み合わせと比べて，クイックリターンと短時間睡
眠（<6時間）の組み合わせで最も睡眠の質やメンタルヘ
ルスが悪かったが，睡眠を一定程度（>6時間）確保でき
ていてもクイックリターンの者やインターバルが十分で
も短時間睡眠だった者も，睡眠の質やメンタルヘルスが
悪かったことを報告した13)．これらは，勤務間インター
バルと睡眠時間の一方でも不十分であれば，労働者の健
康確保に悪影響が生じる可能性を示唆している．

令和3年度労働安全衛生調査（実態調査）14) において，
現在の仕事や職業生活に関することで強い不安やストレ
スとなっていると感じる事柄がある労働者の割合は
53.3%に上ることが報告されている．このような状況等
を踏まえ，ストレスチェック制度が50人以上の労働者を
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雇用する事業場において義務付けられている．ストレス
チェック制度は，定期的に労働者のストレス状況の検査
を行い，その結果を通知して労働者自身のストレス状況
の気付きを促し，個人のメンタルヘルス不調リスクを低
減させること，さらに集団分析を行い，職場環境の改善
につなげることによって労働者がメンタルヘルス不調に
なることを防止することを主な目的としている15)．その
職場環境改善には，労働時間の改善も含まれており16)，
その一つとして勤務間インターバル制度の導入や勤務間
インターバルの延長，そしてそれによる労働者の睡眠時
間の確保が有効となる可能性がある．そこで本研究では，
ストレスチェックにも用いられる職業性ストレス指標を
用いて，勤務間インターバルと睡眠時間の組み合わせが
職業性ストレスと関連するかどうかを検討することとし
た．

また，勤務間インターバルと睡眠時間の組み合わせが
睡眠の質やメンタルヘルスと関連することが報告されて
おり13)，さらに職業性ストレスとも関連するならば，そ
れらの問題により生じうる病気等による欠勤とも関連す
ると考えられる．実際に，勤務間インターバルが病気欠
勤と関連することが報告されているが7)，勤務間インタ
ーバルと睡眠時間の組み合わせと病気欠勤の関連性を検
討した研究は，我々が知る限りない．

以上により，本研究では，勤務間インターバルと睡眠
時間の組み合わせと職業性ストレスおよび病気欠勤との
関連を検討することとした．勤務間インターバルは，EU
で下限とされている<11時間から，8時間勤務（1時間休
憩）で残業なしに相当する15時間を1時間超える<16時
間までを1時間毎に区切った．睡眠時間は，24歳から64
歳の非推奨睡眠時間である6 時間未満と6 時間以上に分
類した．この勤務間インターバルと睡眠時間の分類で組
み合わせを行った．そのうち，特に十分な勤務間インタ
ーバルと6時間未満の短い睡眠，短い勤務間インターバ
ルと6時間以上の睡眠の組み合わせに注目し，仮説とし
て，勤務間インターバルが十分であっても，睡眠時間が
短いと職業性の高ストレスのリスクが高く（仮説 1-1），
病気欠勤のリスクも高い（仮説1-2）ことを検証した．ま
た，勤務間インターバルが短い場合，睡眠時間が6時間
以上であっても高ストレスのリスクが高く（仮説 2-1），
病気欠勤のリスクも高い（仮説2-2）ことを検証した．

2  方法
2 -1．参加者

本研究は，“Web-based Longitudinal study of the Work 
Environment and daily Lifestyle (WELWEL)” の一環と
して行われた．WELWELは，日本の労働者を対象に，日
常生活のセルフケア行動（ストレスマネジメント，ソー
シャルサポート，睡眠習慣，食事パターン，運動等）や
職場環境改善とメンタルヘルスアウトカムとの関連性を
調査する現在進行中の調査研究である．調査は調査会社
に委託し，オンライン形式で実施した．最初の調査は
2022年2月に実施した．平成27年国勢調査17)もとにした

日本の労働人口における性別，年代（20～29歳，30～39
歳，40～49 歳，50～59 歳），業種（建設業や製造業等）
の構成比率に基づき，以下の除外基準に該当しない
20,000名を募集した：(1) 農林水産業従事者，(2) 自営
業者，会社役員，(3) 副業従事者，(4) 労働時間が週20
時間未満，(5) 不誠実回答者 18)，(6) 回答時間が極めて
短い（10分以下）者．

調査会社は421,825 名の登録者に対して参加案内を送
付し，115,094 名が調査サイトにアクセスした．上記の
条件を満たした最初の20,000名を調査対象者とした．

本研究は，独立行政法人労働者健康安全機構労働安全
衛生総合研究所の研究倫理委員会の許可を得たうえで行
った (2021 N-1-19)．
2 -2． 測定方法

睡眠時間について，「あなたの普段の睡眠時間はどのく
らいですか．」という質問に対して，「何時間何分」の形
で回答を求めた．勤務間インターバルについて，出勤時
刻と退勤時刻を5分間隔でたずね，退勤時刻から出勤時
刻までの間隔を勤務間インターバルとした．

職業性ストレスについては，労働安全衛生法に基づく
心理的な負担の程度を把握するための検査（法第 66 条
の 10 第 1 項）として厚生労働省が推奨している職業性
ストレス簡易調査票を用いた．これは，57項目（4件法）
からなる職業性ストレスに関する自記式質問紙で，主に
仕事のストレス要因（17項目），心理的・身体的ストレ
ス反応（29 項目），修飾要因（11 項目）の 3 つから構成
されており，あらゆる業種で使用可能となっている 19)．

病気欠勤について，「あなたは最近1年間で，あなた自
身の病気や体調不良のために仕事を休みましたか．有給
休暇を利用して休んだ日数も含めてお答えください．」と
いう質問に対して，「休んだ日はなかった」，「休んだ日が
1～6日あった」，「休んだ日が1週間～1か月あった」，「休
んだ日が1か月を超えた」の選択肢から回答を求めた．

基本属性について，性別，年齢，身長，体重，喫煙習
慣（非喫煙者と喫煙者に2群化），飲酒習慣（非飲酒者と
1回/月以上に2群化），婚姻状況（既婚と未婚に2群化），
育児（未就学児）の有無，家族の介護・看護の有無，教
育（12年以下[高校卒業以下]と12年超（大卒以上）に2
群化），世帯年収（400万円未満，400–800万円，800万
円以上の3群化），業種（第二次産業と第三次産業に2群
化），職種（管理職と非管理職に2群化），先月の週あた
りの在宅勤務頻度（週 4 日以下と週 5 日以上の 2 群化），
COVID-19への関与（「最近1年以内の新型コロナウイル
ス感染症の罹患経験についてお聞きします．あてはまる
ものすべてを選択してください．」という質問に対して，

「自分が感染した」，「自分が濃厚接触者になった」，「会社
の同じ部署の人が感染した」，「家族が感染した」，「いず
れにも該当しない」という回答を用意し，「いずれにも該
当しない」に回答したものを関与なし，その他の者を関
与ありの2群に分類）をたずねた．
2 -3．分析方法

参加者を勤務間インターバル（<11，11，12，13，14，
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15，≥16時間）と睡眠時間（<6，≥6時間）により，14群
に分類した．仮説に関連して，15時間の勤務間インター
バル（標準的な8 時間勤務に1 時間の休憩時間を加えた
時間で，残業無しに相当）を十分な勤務間インターバル
とし，クイックリターンを短い勤務間インターバルとし
た．睡眠時間について，米国睡眠財団は26～64歳の成人
には1日7～9時間の睡眠を推奨し，6時間未満の睡眠を
推奨していない11)．しかしながら，日本の労働者で1日
7時間以上眠る人は少ない（15.3%）ため20)，睡眠時間を
6時間未満と6時間以上に分けた．

勤務間インターバルと睡眠時間の組み合わせ（14群）
を独立変数，職業性ストレス簡易調査票の高ストレス判
定（高ストレス者，非該当者で分類），病気欠勤の有無

（休んだ日はなかった，1日以上[1日～6日，1週間～1か
月，1か月超のいずれかを選択した者]で分類）を従属変
数としたロジスティック回帰分析を行い，オッズ比

（odds ratio: OR）と95%信頼区間（confidence interval: 
95% CI）を求めた．モデル1として粗オッズ比を，モデ
ル2として基本的な人口統計学的因子（性別，年齢，BMI，
喫煙習慣，飲酒習慣，婚姻状況，育児の有無，介護・看
護の有無，教育）を調整したオッズ比を，モデル3とし
て心理社会的因子（世帯年収，業種，職種，在宅勤務，
COVID-19）を調整したオッズ比を算出した．15時間の
勤務間インターバルと≥ 6 時間睡眠の組み合わせを基準
とした．仮説の検証には，クイックリターンと≥6時間睡
眠の組み合わせ，15時間の勤務間インターバルと<6時間
睡眠の組み合わせのORと95％ CIを用いた．

統 計 解 析 は，IBM SPSS Statistics version 23.0 for 
Microsoft Windows (IBM Corp., Armonk, NY, USA)を
用いて行った．

3  結果
20,000名の調査対象者のうち，以下の条件に該当する

5,569 名を除外した：交代勤務従事者または夜勤専業者
（n = 2,877），勤務が週5日未満の者（n = 1,765），睡眠障
害の治療を受けている者（n = 438），過去1年以内に睡
眠薬を使用した者（n = 1,537）．さらに，外れ値（睡眠時
間，出勤・退勤時刻，勤務間インターバルが平均値± 3
標準偏差を超えたデータ：n = 1,115），異常値（睡眠時間
が勤務間インターバルよりも長い：n = 532），データの
欠損（n = 1）のある1,125人も分析から除外した．最終
的に，13,306名を分析対象とした．

表 1は，参加者属性を示している．参加者全体の平均
睡眠時間は 6.4 時間，平均勤務間インターバルは14.7 時
間となっていた．

表2は，勤務間インターバルと睡眠時間の組み合わせ
における職業性ストレス簡易調査票の高ストレス判定の
発生率とOR（95% CI）を示している．ロジスティクス
回帰分析の結果，クイックリターンと<6時間睡眠の組み
合わせが，全ての組み合わせの中で最もオッズ比が高か
った（OR = 2.76，95% CI = 1.77–4.28：モデル1）．一方，
クイックリターンと≥ 6 時間睡眠の組み合わせ（OR = 

2.02，95% CI = 1.27–3.22：モデル1），15時間の勤務間
インターバルと <6 時間睡眠の組み合わせ（OR = 1.29，
95% CI = 1.08–1.54：モデル1）も基準よりオッズ比が有
意に高かった．調整を行ったモデル2，3においても同様
の結果が得られた．

表3は，勤務間インターバルと睡眠時間の組み合わせ
における病気欠勤の発生率とOR（95% CI）を示してい
る．ロジスティクス回帰分析の結果，クイックリターン
と <6 時 間 睡 眠 の 組 み 合 わ せ（OR = 0.50，95% CI = 
0.30–0.85：モデル1），クイックリターンと≥6時間睡眠
の組み合わせ（OR = 0.58，95% CI = 0.35–0.95：モデル
1）は基準よりオッズ比が有意に低かった．一方，15時
間の勤務間インターバルと<6 時間睡眠の組み合わせに
有意な関連は見られなかった．調整を行ったモデル2，3
においても同様の結果が得られた．

4  考察
本研究の結果，職業性ストレスについては，クイック

リターンと<6 時間睡眠の組み合わせで最もオッズ比が
高かったが，15時間の勤務間インターバルと<6時間睡眠

表1　参加者属性 (n = 13 ,306)
性別，女性，n (%) 5824 (44)
年齢，平均（標準偏差） 41.8 (10.1)
BMI，平均（標準偏差） 22.2 (3.6)
喫煙習慣，喫煙者，n (%) 2806 (21)
飲酒習慣，習慣有，n (%) 7210 (54)
婚姻状況，既婚，n (%) 7104 (53)
育児，有，n (%) 2374 (18)
介護・看護，有，n (%) 583 (4)
教育，12年以上，n (%) 10300 (77)
世帯年収，n (%)
　400万円未満 3560 (27)
　400-800万円未満 6105 (46)
　800万円以上 3641 (27)
職種，管理職，n (%) 1544 (12)
業種，第二次産業，n (%) 3946 (30)
在宅勤務頻度，週5日以上，n (%) 856 (6)
COVID-19との関与，あり，n (%) 2289 (17)
職業性ストレス，高ストレス者，n (%) 2560 (19)
病気欠勤，あり，n (%) 4219 (32)
勤務間インターバル，平均（標準偏差） 14.7 (1.5)
　<11時間，n (%) 176 (1)
　11時間台，n (%) 290 (2)
　12時間台，n (%) 777 (6)
　13時間台，n (%) 1657 (12)
　14時間台，n (%) 3050 (23)
　15時間台，n (%) 5458 (41)
　≥16時間，n (%) 1898 (14)
睡眠時間，平均（標準偏差） 6.4 (1.0)
　<6時間，n (%) 2567 (19)
　≥6時間，n (%) 10739 (81)
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の組み合わせ，ならびにクイックリターンと≥6時間睡眠
の組み合わせでも職業性の高ストレスとの関連が有意に
高かった．一方で，病気欠勤に関しては，クイックリタ
ーンの場合，睡眠時間（6時間以上・未満）に関わらず
病気欠勤との関連が有意に低いことが示されたが，15時
間の勤務間インターバルと<6 時間睡眠の組み合わせに
有意な関連は見られなかった．

十分な勤務間インターバルと短時間睡眠の組み合わせ
において，職業性の高ストレスのリスクが高かったこと
から，仮説1-1 は支持された．我々の先行研究において
も，同様の組み合わせで睡眠の質やメンタルヘルスが悪

く，プレゼンティーズムが生じたことを報告している13)．
これらは，勤務間インターバル制度によりインターバル
が十分に確保されても，その間の睡眠時間が短いと健康
確保につながらない可能性を示している．そのため，勤
務間インターバル制度という睡眠時間や余暇時間を確保
するための枠組みを事業所が用意した場合，労働者もそ
の間に少なくとも6時間以上，可能であれば推奨される
睡眠時間（7–9 時間）11) をとることが，職業性ストレス
の低減には重要であると考えられる．

クイックリターンと≥ 6 時間睡眠の組み合わせにおい
て，職業性の高ストレスのリスクが高かったことから，

表2　勤務間インターバルと睡眠の組み合わせと職業性の高ストレス（職業性ストレス簡易調査票）の関連

勤務間インターバル，睡眠時間 発生率
オッズ比（95%信頼区間）

モデル1 モデル2 モデル3
<11時間，<6時間 (n = 88) 36.4 2.76 (1.77–4.28) 2.97 (1.90–4.64) 3.10 (1.98–4.86)
<11時間，≥6時間 (n = 88) 29.5 2.02 (1.27–3.22) 2.04 (1.28–3.27) 2.09 (1.30–3.34)
11時間，<6時間 (n = 114) 31.6 2.23 (1.49–3.33) 2.52 (1.68–3.79) 2.68 (1.78–4.04)
11時間，≥6時間 (n = 176) 29.0 1.97 (1.41–2.75) 2.13 (1.52–2.99) 2.23 (1.59–3.14)
12時間，<6時間 (n = 215) 27.0 1.78 (1.31–2.43) 2.01 (1.47–2.76) 2.06 (1.50–2.83)
12時間，≥6時間 (n = 562) 25.3 1.63 (1.33–2.00) 1.72 (1.39–2.12) 1.78 (1.44–2.20)
13時間，<6時間 (n = 366) 27.0 1.79 (1.40–2.28) 2.07 (1.61–2.64) 2.15 (1.68–2.75)
13時間，≥6時間 (n = 1291) 21.1 1.29 (1.10–1.50) 1.35 (1.15–1.58) 1.39 (1.19–1.63)
14時間，<6時間 (n = 553) 25.5 1.65 (1.34–2.03) 1.78 (1.45–2.20) 1.80 (1.46–2.22)
14時間，≥6時間 (n = 2497) 17.2 1.00 (0.88–1.14) 1.02 (0.90–1.16) 1.04 (0.91–1.18)
15時間，<6時間 (n = 911) 21.1 1.29 (1.08–1.54) 1.38 (1.15–1.65) 1.37 (1.15–1.64)
15時間，≥6時間 (n = 4547) 17.2 Ref Ref Ref
≥16時間，<6時間 (n = 320) 20.3 1.23 (0.93–1.63) 1.33 (1.00–1.78) 1.28 (0.96–1.72)
≥16時間，≥6時間 (n = 1578) 15.0 0.85 (0.72–0.99) 0.86 (0.73–1.01) 0.84 (0.71–0.99)
モデル1：粗オッズ比，モデル2：人口統計学的因子（性別，年齢，BMI，喫煙習慣，飲酒習慣，婚姻状況，育児の有無，介護・看
護の有無，教育）を調整，モデル3：心理社会的因子（世帯年収，業種，職種，在宅勤務，COVID-19）を調整．太字は有意（p < 
0.05）を示す.

表3　勤務間インターバルと睡眠の組み合わせと病気欠勤（1日以上）の関連

勤務間インターバル，睡眠時間 発生率
オッズ比（95%信頼区間）

モデル1 モデル2 モデル3
<11時間，<6時間 (n = 88) 20.5 0.50 (0.30–0.85) 0.53 (0.31–0.89) 0.50 (0.30–0.85)
<11時間，≥6時間 (n = 88) 22.7 0.58 (0.35–0.95) 0.58 (0.35–0.96) 0.57 (0.34–0.94)
11時間，<6時間 (n = 114) 20.2 0.50 (0.31–0.79) 0.53 (0.34–0.85) 0.53 (0.33–0.84)
11時間，≥6時間 (n = 176) 26.1 0.69 (0.49–0.98) 0.74 (0.52–1.04) 0.70 (0.50–0.99)
12時間，<6時間 (n = 215) 29.3 0.81 (0.60–1.10) 0.90 (0.67–1.22) 0.88 (0.65–1.19)
12時間，≥6時間 (n = 562) 26.9 0.72 (0.59–0.88) 0.74 (0.61–0.91) 0.72 (0.59–0.88)
13時間，<6時間 (n = 366) 32.5 0.94 (0.75–1.18) 1.05 (0.83–1.31) 1.02 (0.81–1.29)
13時間，≥6時間 (n = 1291) 28.8 0.79 (0.69–0.91) 0.82 (0.71–0.94) 0.80 (0.70–0.92)
14時間，<6時間 (n = 553) 30.2 0.85 (0.70–1.03) 0.88 (0.73–1.07) 0.86 (0.71–1.04)
14時間，≥6時間 (n = 2497) 30.8 0.87 (0.79–0.97) 0.88 (0.79–0.98) 0.87 (0.78–0.96)
15時間，<6時間 (n = 911) 36.1 1.11 (0.95–1.28) 1.15 (0.99–1.34) 1.15 (0.99–1.34)
15時間，≥6時間 (n = 4547) 33.8 Ref Ref Ref
≥16時間，<6時間 (n = 320) 35.0 1.06 (0.83–1.34) 1.03 (0.81–1.32) 1.05 (0.82–1.34)
≥16時間，≥6時間 (n = 1578) 31.2 0.89 (0.79–1.00) 0.82 (0.73–0.93) 0.84 (0.74–0.95)
モデル1：粗オッズ比，モデル2：人口統計学的因子（性別，年齢，BMI，喫煙習慣，飲酒習慣，婚姻状況，育児の有無，介護・看
護の有無，教育）を調整，モデル3：心理社会的因子（世帯年収，業種，職種，在宅勤務，COVID-19）を調整．太字は有意（p < 0.05）
を示す.
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仮説 2-1 は支持された．我々の先行研究においても，同
様の組み合わせで睡眠の質やメンタルヘルスが悪かった
ことを報告している13)．この原因として，<11時間の勤
務間インターバル内に6時間以上の睡眠をとる場合，退
勤時刻から就床時刻までの間隔が短いことが考えられ
る13)．先行研究において，就床前の認知課題等により入
眠潜時の延長21) や睡眠中の徐波（深い睡眠といえる睡眠
段階N3に主に生じる1–4 Hzの脳波）活動が低減する22)

ことが報告されている．また，クイックリターンと≥6時
間睡眠の組み合わせで睡眠の質が悪化したことが報告さ
れている13)．これらのことから，退勤時刻から就床時刻
までの間隔が短いと，勤務中の覚醒水準の亢進が就床時
点まで残りやすく，入眠前の覚醒水準も高くなり，睡眠
の質に悪影響が生じたと考えられる．日勤労働者を対象
とした調査において，睡眠の質が抑うつ感と関連するこ
とも報告されており23)，このようなメンタルヘルスの問
題が長期間続くと職業性の高ストレスにもつながる可能
性も考えられる．また，仕事によるストレスから回復す
るためには，オフの時間に仕事から心理的に離れること

（サイコロジカルディタッチメント）が重要である24)．し
かし，勤務間インターバルが短いと余暇時間の確保及び
余暇活動が困難になりサイコロジカルディタッチメント
も阻害されたことが考えられる．これにより，仕事によ
るストレスの回復も阻害され，職業性ストレスが生じた
可能性も考えられる．これらのことから，睡眠時間だけ
でなく，勤務間インターバルを確保することも職業性ス
トレスの対策において重要であることが示唆される．

病気欠勤について，十分な勤務間インターバルと短時
間睡眠では有意な関連は見られなかった．これは仮説1-2
を支持しない結果であった．さらに，クイックリターン
では睡眠時間が6時間以上・未満に関わらず，病気欠勤
のリスクが有意に低かった．これは，仮説2-2 を支持せ
ず，むしろ逆の結果となった．睡眠時間の分類にかかわ
らず，クイックリターンで病気欠勤との関連が有意に低
かったことから，病気欠勤のリスクの低下は，睡眠時間
より勤務間インターバルの短さに依存していると考えら
れる．しかしながら，クイックリターンは睡眠の質やメ
ンタルヘルスの問題と関連するという先行研究13) や，本
研究における職業性ストレスとの関連から考えると，ク
イックリターンによって病気欠勤のリスクは増加すると
考えられる．実際に，海外で行われた先行研究では，ク
イックリターンの頻度が高いと病気欠勤のリスクが高い
ことが報告されている7, 25)．この違いの原因として，日
本の労働者における「働くこと」や「休むこと」に対す
る考え方や態度の違いがあげられる．2022年8月に日本
で15歳以上の男女700名を対象として行われた調査によ
ると，発熱や風邪の症状があるときに学校や職場を休む
かという質問に対して，「休む」と回答した者は60.0%，

「休みたいが休めない」と回答した者は23.0%，「休まな
い」と回答した者は17.0%であったことが報告されてい
る26)．この調査と，本調査（2022年2月）時期は半年程
異なるが，新型コロナウイルス感染症の流行開始時期

（2020年）からともに1年以上経過しており，両調査の対
象者の「休むこと」への意識に大きな違いはなかったと
考えられる．このことから，日本には，風邪を引いても
休めない，休まないという労働者・労働環境が存在し，
特に勤務間インターバルが短い（つまり，長時間働かな
ければならない）人々は，おそらく忙しい状況にあり，
風邪を引くなどの病気欠勤が必要な状況になってもそれ
を取りにくい・取らない状況にあったことが考えられる．
これにより，海外とは異なり，クイックリターンで病気
欠勤のオッズ比が低かった可能性が考えられる．実際に，
日本とイギリスにおいて病気欠勤（7日以上）を比較し
たコホート研究27) によると，病気欠勤の割合がイギリス
より日本のコホートで少なかったことが報告されてい
る．本研究は病気欠勤を1日以上としており，この先行
研究とは定義が一部異なるものの，同様の傾向が生じた
可能性が考えられる．ただし，短い勤務間インターバル
と短時間睡眠の組み合わせは，プレゼンティーズムのリ
スクが高いことが報告されており13)，病気欠勤が少なく
とも総合的な生産性は低い可能性があり，生産性の面か
らみても望ましい状況ではないと考えられる．また，職
業性ストレスに強く曝されていても休みを取らずに働く
ことができる人が，勤務間インターバルが短い群に多か
ったという健常労働者効果が生じていた可能性も考えら
れる．今後，この点をより詳細に検討していく必要があ
るだろう．

勤務間インターバルが<11～13時間の群は睡眠時間に
関わらず，基準（15 時間の勤務間インターバルと≥6 時
間睡眠の組み合わせ）と比べて，高ストレスとの関連が
有意に高かった．また，勤務間インターバルが≥16時間
かつ≥ 6 時間睡眠の組み合わせで高ストレスとの関連が
有意に低かった．これらの結果も，勤務間インターバル
が職業性の高ストレスと関連することを示唆するものと
考えられる．一方，病気欠勤について，<11時間及び11
時間台の勤務間インターバルでは，睡眠時間が 6時間以
上・未満に関わらず病気欠勤との関連が有意に低かった
が，勤務間インターバルが12～14時間台の群では，睡眠
時間が 6 時間以上の場合のみ関連性が有意に低かった．
この結果も，職業性の高ストレスとは異なるといえるだ
ろう．先述の勤務間インターバルが短い（長時間労働で
忙しい）と休みを取れない・取らないとの仮定と，睡眠
時間が短いとメンタルヘルス問題や風邪等の欠勤につな
がる疾患リスク8-10) が増加することを考えると，これら
の相乗効果により勤務間インターバルが短く睡眠を6時
間確保できている群で病気欠勤が少なくなったと考えら
れる．これに対して，職業性の高ストレスについては，
勤務間インターバルと睡眠時間が短いことが高ストレス
リスクとつながると考えられ，両方が短くなることで高
ストレスの関連が強くなったと考えられる．この背景の
違いにより，高ストレスと病気欠勤の結果に違いが生じ
たと考えられる．

本研究では，日勤労働者13,306名において，勤務間イ
ンターバルと睡眠時間が職業性の高ストレスと関連する
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ことを明らかとした．仕事や職業生活に対して強い不安
やストレスを感じている労働者の割合は53.3%14) に上る
という報告から，この対策が求められている．これに対
して，事業所が勤務間インターバル制度を新たに導入し
たり，職場環境の改善で勤務間インターバルを延長した
りすることで勤務間インターバルを確保するとともに，
労働者が一定の睡眠時間を確保することが，職業性スト
レスの低減につながる可能性が示された．しかし，本研
究の結果は横断調査によって得られたものであり，因果
関係を明確にすることはできない．今後，WELWEL 研
究において，縦断調査を予定しており，この点を検討し
ていく予定である．

また，EU と異なり日本の勤務間インターバル制度で
は，勤務間インターバルの間隔は「一定時間」とされて
いる．この「一定時間」については，「当該一定時間を設
定するに際しては，労働者の通勤時間，交代制勤務等の
勤務形態や勤務実態等を十分に考慮し，仕事と生活の両
立が可能な実効性ある休息が確保されるよう配慮するこ
と．」とされている．そのため，本研究の知見のみでは適
切な勤務間インターバルの時間に明言することはできな
い．しかし，11時間未満の勤務間インターバルが様々な
健康問題につながることを報告した先行研究 3-7) や，「脳
・心臓疾患の労災認定基準」における労働時間以外の付
加要因としての「勤務間インターバルが短い勤務」にお
いて「勤務間インターバルがおおむね11時間未満の勤務
の有無」があげられていること28) を考慮すると，11時間
未満の勤務間インターバルは，労働者の健康において問
題となる時間であることが考えられる．さらに本研究の
結果を見ると，勤務間インターバルが 11 時間未満の者

（n = 176）の半数（n = 88）が睡眠時間を6時間以上確保
できていなかった（あるいは確保していなかった）こと，
かつその者たちの高ストレスのオッズ比は，両方が一定
以上取れている基準と比べて3倍以上（モデル3）となっ
ていた．これらのことから考えると，特段の理由がない
限り，EUと同様に11時間未満の勤務間インターバルは
避けた方が望ましいと考えられる．

本研究の限界点として，以下の点があげられる．本調
査はWEB調査であり，PC等の機器を持つ者のみが調査
対象となるサンプリングバイアスが生じた可能性があ
る．また，本研究における分析対象者は日勤労働者のみ
とした．そのため，交代勤務者や夜勤専従者で同様の結
果が得られるかは明らかではない．さらに，本研究で報
告された勤務間インターバルや睡眠時間は主観的な報告
であり，事業所の勤怠管理表を用いた正確な勤務間イン
ターバルや，睡眠計による客観的な睡眠時間を用いた検
討を行う必要があるだろう．最後に，本研究は横断調査
により得られたものであり，因果関係を明確にはできな
い．今後，縦断研究や介入研究を行うことで，これを明
確にしていく必要がある．

5  結論
本研究では，勤務間インターバルと睡眠時間の組み合

わせと職業性ストレスおよび病気欠勤の関連を検討し
た．日勤労働者13,306名を対象に横断調査を実施した結
果，クイックリターンと≥6時間睡眠の組み合わせや十分
な勤務間インターバルと短時間睡眠の組み合わせで職業
性の高ストレスのリスクが高かった．このことから，勤
務間インターバルと睡眠時間の両方を十分に確保するこ
とが職業性ストレスの低減に重要だと考えられる．一方，
病気欠勤について，睡眠時間（6時間以上，未満）に関
わらずクイックリターンにおいて病気欠勤のリスクが低
かった．これは海外の先行研究とは異なる結果であり，
この原因として，勤務間インターバルが短い労働者は，
忙しいために病気欠勤が必要な状況になっても休みを取
れずあるいは取らず，病気欠勤が少なかったことが考え
られる．
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The joint association of daily rest periods and sleep duration with occupational 
stress and sickness absence 

－A cross-sectional web survey of Japanese daytime workers－
by

Hiroki Ikeda*1, Tomohide Kubo*1, Shuhei Izawa*1

Nanako Nakamura-Taira*2, Toru Yoshikawa*1 and Rie Akamatsu*3

This study aimed to examine the joint association of daily rest period (DRP) and sleep duration with occupa-
tional stress and sickness absence in Japanese daytime employees. This study utilized a web-based cross-sectional 
survey conducted in February 2022. The 13,306 participants reported their DRPs and sleep duration. Occupational 
stress was assessed using the New Brief Job Stress Questionnaire, while the frequency of sickness absence was measured 
using a 4-point Likert scale. The participants were categorized into 14 groups based on their DRPs and sleep duration. 
Logistic regression analyses revealed that the combination of a short DRP and normal sleep duration, as well as the 
combination of an adequate DRP and short sleep duration, were significantly associated with high occupational stress 
compared to the reference group (adequate DRP and normal sleep duration). These results indicate that not only 
normal sleep duration but also sufficient DRPs are important for reducing occupational stress. However, only the 
combination of a short DRP and normal sleep duration, and not the combination of an adequate DRP and short sleep 
duration, were significantly associated with a lower frequency of sickness absence. This may be owing to the possibil-
ity that employees with a short DRP (indicating longer working hours) are too busy to take leave even when they are 
sick.
Key Words: Work interval system, sleep opportunity, stress check program.
*1 National Institute of Occupational Safety and Health, Japan Organization of Occupational Health and Safety 
*2 Faculty of Letters, Chuo University
*3 Faculty of Core Research, Ochanomizu University


